
 

鶴岡市指定下水道工事店の違反行為に対する処分に関する要綱 

 

（趣旨）     

第１条 この要綱は、指定下水道工事店（以下「指定工事店」という。）が鶴岡市公共下水

道条例（平成１７年鶴岡市条例第２３８号。以下「条例」という。）第１５条第１項各号

のいずれかに該当する行為（以下「違反行為」という。）をした場合における指定工事店

の指定の取消し及び指定停止の処分（以下単に「処分」という。）の基準及び手続等に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義）    

第２条 この要綱における用語は、下水道法(昭和３３年法律第７９号)、条例及び鶴岡市

指定下水道工事店規程（平成２７年鶴岡市上下水道事業管理規程第８号。以下「規程」

という。）の例による。 

 

（違反行為の調査、報告等）  

第３条 公共下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「市長」という。）は、指定工事

店が違反行為を行った疑いがあるときは、速やかにその事実関係について職員に調査さ

せるものとする。 

２ 前項の規定により調査を行う職員は、調査において違反行為の事実が認められたとき

は、直ちに指定工事店に当該違反行為を是正するように指導するとともに、期限を定め

て、てん末書の提出を求めるものとする。 

３ 第１項の規定により調査を行った職員は、当該指定工事店から前項のてん末書が提出

されたとき又は同項で定めた期限までにてん末書が提出されなかったときは、速やかに

違反行為調査兼報告書（様式第１号）を作成し、市長に報告するものとする。 

 

（処分の基準）    

第４条 違反行為に対して行う処分は、別表第１に定める違反行為の区分に応じて、同表

の違反点数(点)又は処分内容の欄に定めるとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、違反点数(点)又は処分内容に定めるものが違反点数である

とき若しくは審査委員会の審議によることとされている場合であって審議の結果違反点

数を課すこととしたとき、違反行為について斟酌すべき特段の事情があるとき又は違反

行為をした指定工事店が指導に従ったときは、別表第１に定める違反点数(当該違反行

為が同表に定める違反行為の内容の２以上に該当するときは、それぞれの違反点数を合

計した点数)に消滅していない過去の違反点数を加えた点数により、当該点数が１００

点に達するごとに、１箇月の指定停止を行うものとし、１００点に満たないときは、違

反行為警告書（様式第２号）により文書による警告を行うものとする。ただし、当該点

数が６００点を超えるときは、指定の取消しを行うものとする。  

３ 前項の違反点数は、当該点数の付与された日から２年を経過した日をもって消滅する。

ただし、処分を受けたときは、当該処分のあった日をもって消滅する。 

 

（処分の効力の発効） 

第５条 前条の規定による指定取消し又は指定停止の処分の効力は、第１０条に規定する



 

通知を行った日の翌日から生ずるものとする。ただし、処分を受ける指定工事店が他の

違反行為による処分を受けている場合は、当該他の違反行為による処分の処分期間が経

過する日の翌日から効力が発効するものとする。 

 

（聴聞及び弁明等の機会の付与） 

第６条 市長は、前条の規定により違反行為の内容が指定の取消しの処分に該当すると認

めるときは、速やかに当該処分の対象となるべき者について、意見陳述のための聴聞の

手続を行い、又は指定の停止の処分に該当すると認めるときは、弁明の機会を付与する

ものとする。 

２ 聴聞の実施に当たっては、聴聞通知書（様式第３号）により通知するものとする。 

３ 聴聞は、水道課長が主宰する。 

４ 第２項の通知を受けた者は、聴聞の期限への出頭に代えて、主宰者に対し、聴聞の期

日までに陳述書（様式第４号）及び証拠書類又は証拠物を提出することができる。 

５ 水道課長は、当該聴聞を終結したときは、聴聞調書（様式第５号）及び聴聞報告書（様

式第６号）を作成し、市長に報告しなければならない。 

６ 第 1項の弁明の機会の付与にあっては、弁明の機会の付与に関する通知書（様式第７

号）により通知するものとし、期限を定めて弁明書（様式第８号）の提出を求めるもの

とする。 

７ 水道課長は、前項の弁明書の提出の有無にかかわらず、弁明報告書（様式第９号）に

より、市長に報告しなければならない。 

８ 水道課長は、前各項に定める意見陳述のための手続を終えたときは、第５項又は前項

に規定する報告書の内容を参酌して、違反行為に対する処分方針（案）（様式第１０号）

を作成しなければならない。 

９ 前各項に定めるもののほか、意見陳述のための手続に関しては、鶴岡市行政手続条例

（平成１７年鶴岡市条例第１１号）の定めるところによる。    

 

（審査委員会への報告）   

第７条 水道課長は、前条第８項の規定により作成した処分方針（案）が、指定の取消し

又は指定の停止のいずれかの処分に該当する場合は、速やかに規程第１０条に規定する

鶴岡市指定下水道工事店審査委員会（以下「審査委員会」という。）に報告しなければな

らない。 

 

（審査委員会） 

第８条 審査委員会は、前条の報告を受けたときは、遅滞なく処分方針を決定するものと

する。 

２ 審査委員会の委員長及び委員は次に掲げる者をもって充てる。 

（１） 委員長 上下水道部長 

（２） 委 員 各課長  

３ 審査委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

４ 審査委員会の事務局は水道課に置く。 

 

（処分の決定）   



 

第９条 処分の決定は、審査委員会の審議結果を基に市長が行う。   

    

（処分の通知）    

第１０条 処分の通知は、違反者（法人の場合は、その代表者）に通知書（様式第１１号）

により来庁を求め、指定下水道工事店停止(取消し)通知書（規程様式第５号）を手渡し

することにより行うものとする。 

 

（周知） 

第１１条 市長は、処分を行ったときは、規程第９条の規定により公示するとともに、関

係機関に通知するものとする。 

       

（処分後の排水設備工事の施工）  

第１２条 処分を受けた指定工事店は、新たに指定を受け、又は指定の停止の期間が満了

するまでは、一切の排水設備工事を施工することができない。ただし、市長が特に必要

があると認めたときは、承認を受けた排水設備工事であって竣工していないものに限り、

施工させることができる。 

 

（その他）     

第１３条 この要綱に定めるもののほか、指定工事店の違反行為に対する処分に関し必要

な事項については、市長が別に定める。 

 

附 則     

（施行期日）    

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。   

（経過措置）    

２ この要綱は、この要綱の施行の日以後にした違反行為について適用し、同日前にした

違反行為については、なお従前の例による。     

   

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の鶴岡市指定下水道工事店の違反行為に対する処分に関する要

綱（以下、「新要綱」という。）第５条の規定は、この要綱の施行の日以後に行われた違

反行為に対する処分について適用し、同日前にした違反行為に対する処分については、

なお従前の例による。 

３ 新要綱別表の規定は、この要綱の施行の日以後に行われた違反行為について適用し、

同日前にした違反行為については、なお従前の例による。 

   

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年６月２１日から施行する。 



 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の鶴岡市指定下水道工事店の違反行為に対する処分に関する要

綱（以下、「新要綱」という。）第５条の規定は、この要綱の施行の日以後に行われた違

反行為に対する処分について適用し、同日前にした違反行為に対する処分については、

なお従前の例による。 

３ 新要綱別表の規定は、この要綱の施行の日以後に行われた違反行為について適用し、

同日前にした違反行為については、なお従前の例による。 

 


